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2014人勧期北海道・東北ブロック上京行動を実施―7/8

公務員連絡会は７月８日12時から北海道・東北ブロック上京行動を実施し、263人（自治労北海道から53人）が結集した。

決起集会では情勢報告として大塚副事務局長が「給与制度の総合的見直し」の検討報告以降、５回にわたる人事院交渉について触れ「人事院が『給与制度の総合的見直し』の名のもとに行おうとしていることは①恣意的に作り出した官民較差を使い俸給水準を引き下げる地域間配分の見直し、②50歳台後半層の官民較差を持ち出し高齢層を大幅に引き下げる世代間配分の見直し、③技能労務職員の３級以上を強めに引き下げることである」とし、「７月２日の交渉でも人事院は地域間格差の『拡大』という『適正な配分』を行えば職員の士気の維持・向上につながると詭弁にもならない回答に終始し、見直しの意義と必要性について納得のいく回答は示されていない」と、人事院の姿勢を批判した。さらに、「良質な公共サービスを確実に提供していくために全国統一的に一定の賃金水準を確保しなければならない。地域間配分の見直しを許せば大都市と地方の格差が一層拡大することは明らかだ」と指摘した。

世代間配分の見直しについては「国公の場合は見た目として差があるように見えるが地公の場合は明らかにそのような事実はない」としたうえで「50歳台後半層の較差が埋めるべき較差なのかという議論も進んでいない」との現状を説明した。

さらに、「人事院が見直しの理由としている職員の士気・組織活力が向上する根拠は示されていない。2006給与構造改革で組織活力が高まった事実はなく、残されたのは慢性的な超過勤務のみ」との実態を報告し、今後の交渉でしっかりと人事院を追及していく決意を述べた。

また、官民較差の動向についても触れ「連合・経団連集計では引上げ方向にあるのは間違いないが国公実態が平均年齢の上昇を通じて自然増となる可能性が高く、中小企業の動向が心配される状況。一時金についても月数増加傾向にあるが同じく中小企業の動向が心配される」との現状認識を明らかにした。

引き続く北海道・東北ブロック交渉団と人事院（対応：職員団体審議官付参事官）の交渉には自治労北海道を代表し、藤盛北海道本部副執行委員長と千葉全道庁労連執行委員長が参加し、直接人事院を指摘・追及した。自治労北海道参加団は人事院前で「給与制度の総合的見直し反対！」とのシュプレヒコールと自治労北海道を代表し佐藤道本部青年部書記長から青年部として全道各地で学習を行ってきたことや、岩見沢地方協夏期交流集会で取り組んだ「怒布」を掲げながら、学習と討論を通じて出された仲間の声を訴え、交渉を支援した。

交渉では職場決議を手交した上で、①恣意的手法で新たな較差を生み出し、地域給与を引き下げるのは反対。労働基本権制約の代償機能を果たす第三者機関として、公務員労働者の声を聞け、②本府省と地方では既に２割以上の給与差があり、同一労働同一賃金の原則に反する。地方では、交通や自然環境など本府省より厳しい勤務条件にあり、これ以上の格差拡大は認められない、③隣接する自治体間で給与差が拡大すれば、地元での人材確保に更なる悪影響が生じる、④地方の民間給与に対する公務員給与の影響は大きく、その引下げは民間賃上げ見送りや賃下げ、地域経済にも深刻な影響を及ぼす、⑤賃金引下げが「職員の士気、組織活力の向上」に繫がるわけがなく、人事院の説明はまったく理解できない、⑥地方には、様々な仕事をしている技能労務職員がおり、これ以上の給与引下げには反対だ、⑦高齢層職員の賃金引下げは、若年層職員にとっては「将来、先輩職員の給与水準に届かない」ということであり、全世代のモチベーション低下になる、など地方や職場実態に基づいて人事院を厳しく追及した。

これに対し人事院は「地域の生の声をうかがった。職員団体のほか各省庁からも意見をいただいているところであり、それらをしっかりと踏まえ勧告にむけて検討する」との回答にとどまった。

各単組・総支部においては職場集会等を開催し、本日７月10日の2014人勧期第２次全国統一行動日に結集し、全組合員への人勧期情勢の周知と2014人勧期の山場に向けた意思統一を行うよう要請いたします。

また、2014年６月９日付け2014道本部組織労働局発第383号にて取り組み指示を行った、給与制度の総合的見直しに反対する職場決議の取り組みについては、７月10日段階で177地方本部、単組・総支部から1,643の決議文を集約しています。７月８～10日の日程で実施予定としていたブロック別上京行動の３日目（10日）が15日に延期されたことに伴い、最終集約期限を７月14日道本部必着に延期しますので、未取り組み単組をはじめ、１つでも多くの職場決議をあげていただくこと、さらに同発信文書で指示をしています「大型はがき行動」に全組合員が結集いただくよう、あわせて要請いたします。
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